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要旨： 沖縄県南城市における 2004～2016 年度の有害大気汚染物質調査結果を基に，環境基準，指針値および全国平均

値との比較を行うとともに，経年変動についてとりまとめた．その結果，環境基準または指針値が設定されている物質は

全て，2004～2016 年度の期間，それぞれの環境基準または指針値を達成していた．経年変動としては，ベンゼンが 2004

～2014 年度にかけて増加傾向，その後 2014～2016 年度にかけて減少傾向にあった．同様の傾向が，ジクロロメタンおよ

び 1,2-ジクロロエタンでもみられた．PM2.5濃度でも同様の経年変動を示しており，越境大気汚染の影響が一因であること

が示唆された．その他の物質については，全国平均に比較して，同程度または低濃度で推移していた． 
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Ⅰ はじめに 
 有害大気汚染物質は，大気汚染防止法により「継続的

に摂取される場合には人の健康をそこなうおそれがある

物質で大気の汚染の原因となるもの」と定められている．

沖縄県では，有害大気汚染物質のうち，優先取組物質（21

物質）の調査を行っている（2016 年度時点）． 

 当研究所では，県内 3 地点で定点調査を実施している．

一般環境における調査地点のひとつとして，南城市にあ

る研究所庁舎の屋上で 2001 年度から調査を継続実施し

てきたが，2016 年度末（2017 年 3 月）の庁舎移転に伴い，

2017 年度から調査地点がうるま市へ変更となった． 

庁舎移転により，今後のデータ継続性が乏しくなるこ

とから，ひとつの区切りとして，これまでの調査結果を

とりまとめることとした．本資料では，沖縄県における

バックグラウンド地点と位置づけられる南城市での 13

年間の調査結果（2004 年度～2016 年度）を基に，有害大

気汚染物質の優先取組物質（21 物質）の状況および経年

変動等についてまとめたので報告する． 

 

Ⅱ 方法 

１．調査地点 

調査地点について，図 1 に示す．一般環境における調

査地点のひとつとして，沖縄県南城市大里に位置する当

研究所（2016 年度時点）の屋上にて試料採取を実施した．

同地点は周囲を原野に囲まれており，近傍に主要幹線道

路や大規模な発生源等がないため，バックグラウンド地

点として位置づけることができる． 

 

２．解析対象期間 

当研究所では 2001 年度から同地点での調査を実施し

ているが，2003 年度に測定条件等の見直しを行ったため，

データ継続性の観点から，2004～2016 年度の 13 年間を

今回の解析対象期間とした．ただし，塩化メチルおよび

トルエンについては優先取組物質に指定された 2011 年

度から調査対象に追加した． 

３．調査対象物質および測定方法 

調査対象物質および測定方法について，表 1 に示す．

調査対象物質は，環境基準が設定されている物質（4 物

質：表中に「●」を記す．），指針値が設定されている

物質（9 物質：表中に「◇」を記す．）および環境基準

等が設定されていないその他の有害大気汚染物質（8 物

質）とした． 

 

* 現所属：沖縄県環境保全課 

図 1．調査地点 

南城市大里

（沖縄県衛生環境研究所）

沖縄県衛生環境研究所所報　第51号（2017）

- 89 -



 

試料の採取および分析は，有害大気汚染物質測定方法

マニュアル 1)に準拠した．当研究所では容器採取－

GC-MS 法により測定可能な揮発性有機化合物（VOCs）

11 物質について測定し，その他の物質については委託測

定を行った． 

揮発性有機化合物（VOCs）11 物質については毎月 1

回（年 12 回），その他の項目については偶数月に 1 回（年

6 回）の調査とし，24 時間連続採取を行った．調査結果

は，環境省の定めた事務処理基準 2)に準じ，年平均値（年

12 回または年 6 回測定の算術平均値）として評価した．

測定値が検出下限未満の場合は検出下限の 1/2 の値を用

いて，年平均値を算出した． 

 

Ⅲ 結果 

沖縄県南城市における有害大気汚染物質の年平均濃度

の推移について，図 2 および図 3 に示す．比較のため，

全国の一般環境測定局における平均値 3)（以下，「全国

平均」という．）を併せて示した． 

表 1. 調査対象物質および測定方法 

試料採取・分析方法

揮発性有機化合物：12物質

● ベンゼン
● トリクロロエチレン
● テトラクロロエチレン
● ジクロロメタン
◇ アクリロニトリル
◇ 塩化ビニルモノマー
◇ 1,2-ジクロロエタン
◇ 1,3-ブタジエン
◇ クロロホルム

塩化メチル
トルエン
酸化エチレン 固相捕集 － GC-MS法

重金属類：6物質
◇ 水銀及びその化合物 金アマルガム捕集 － 冷原子吸光光度法

◇ ニッケル化合物
◇ ヒ素及びその化合物
◇ マンガン及びその化合物

ベリリウム及びその化合物
クロム及びその化合物

多環芳香族炭化水素：1物質
ベンゾ[a]ピレン フィルタ捕集 － HPLC法

アルデヒド類：2物質
アセトアルデヒド
ホルムアルデヒド

注） ●：環境基準が設定されている物質
◇：指針値が設定されている物質

調査対象物質

キャニスタ容器採取 － GC-MS法

固相捕集 － HPLC法

フィルタ捕集 － ICP-MS法

図 2. 揮発性有機化合物（VOCs）の年平均濃度の経年変化 
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１．揮発性有機化合物（VOCs）  

環境基準が設定されている物質（ベンゼン，トリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレン，ジクロロメタン），

および指針値が設定されている物質（アクリロニトリル，

塩化ビニルモノマー，1,2-ジクロロエタン，1,3-ブタジエ

ン，クロロホルム）については，2004～2016 年度の期間，

それぞれの環境基準または指針値を達成していた． 

ベンゼンでは，2004～2014 年度にかけて全国平均が減

少傾向にあるのと対照的に，南城市では増加傾向にあっ

た．2014～2106 年度にかけては減少傾向に転じていた． 

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンでは，環

境基準の 1/10,000 程度で推移しており，全国平均と比較

しても低濃度であった． 

ジクロロメタンおよび 1,2-ジクロロエタンでは，2004

～2012 年度にかけて増加傾向を示した後，2012～2106

年度にかけて減少傾向がみられた．この経年変動は，ベ

ンゼンと概ね類似した傾向にあった． 

アクリロニトリル，塩化ビニルモノマー，1,3-ブタジ

エンおよびクロロホルムについては，それぞれの指針値

の 1/40 未満の低濃度であり，概ね横ばいで推移していた． 

塩化メチルおよびトルエンについては，2011 年度から

の調査対象であり，2012～2106 年度にかけて減少傾向が

みられた．酸化エチレンについては，概ね横ばいで推移

していた．全国平均と比較して，塩化メチルは同程度，

トルエンおよび酸化エチレンは低濃度であった． 

２．重金属類 

指針値が設定されている物質（水銀及びその化合物，

ニッケル化合物，ヒ素及びその化合物，マンガン及びそ

の化合物）については，2004～2016 年度の期間，それぞ

れの指針値を達成していた．経年的には，概ね横ばい，

または減少傾向がみられた．全国平均との比較では，同

程度または低濃度であった． 

ベリリウム及びその化合物，クロム及びその化合物に

ついては，全国平均に比較して低濃度であり，概ね横ば

いで推移していた． 

３．多環芳香族炭化水素（ベンゾ[a]ピレン） 

ベンゾ[a]ピレンについては，全国平均に比較して低濃

度であり，概ね横ばいで推移していた． 

４．アルデヒド類 

アセトアルデヒド，ホルムアルデヒドについては，全

国平均と同程度の濃度であり，経年的には減少傾向がみ

られた． 

図 3. 重金属類，多環芳香族炭化水素およびアルデヒド類の年平均濃度の経年変化  
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Ⅳ 考察 

沖縄島は周囲を海に囲まれており，近傍に主要幹線道

路や大規模な発生源がない調査地点では，東シナ海上の

バックグラウンド地点として位置づけることができ，大

陸からの越境大気汚染を観測するのに適した環境にある． 

今回解析対象としたほとんどの物質で，経年的に横ば

いまたは減少傾向にあったが，ベンゼン，ジクロロメタ

ンおよび 1,2-ジクロロエタンでは，2012 年度または 2014

年度まで増加傾向の後，減少に転じる経年的増減パター

ンがみられた．なお，2004～2015 年度の PRTR 集計結果

を確認したところ，今回解析対象とした優先取組物質の

うち，沖縄県における届出排出量及び届出外排出推計量

の合計が増加傾向にある物質はみられなかった 4)．その

ため，ベンゼン，ジクロロメタンおよび 1,2-ジクロロエ

タンでみられた経年的増減パターンは，沖縄島外の環境

要因によるものと考えられた． 

南城市大里におけるこれまでの調査研究において，ベ

ンゼン，ジクロロメタンおよび 1,2-ジクロロエタンの越

境大気汚染が示唆されている 5,6)．これらの物質は，比較

的大気中での寿命が長く，大陸側からの汚染気塊が沖縄

島へ流入する際，高濃度になる現象がみられる．今回確

認された，これら 3 物質の経年的増減パターンが越境大

気汚染による影響かについて若干の考察をした． 

沖縄県における微小粒子状物質（以下，「PM2.5」とい

う．）の観測結果から，PM2.5の越境大気汚染が示唆され

ている 7)．PM2.5と上記 3物質の経年変動を比較するため，

2011 年度を基準とした濃度比の変動を図 4 に示す．沖縄

県における PM2.5 質量濃度の測定は，沖縄局（中部福祉

保健所）で 2011年度に開始したのが最も古い．図 4には，

沖縄局における 2011年度以降の PM2.5質量濃度を有害大

気汚染物質の調査日に合わせて集計した年平均値を示し

た（そのため，公開されている PM2.5 年平均濃度とは異

なる）．図 4 に示したとおり，ベンゼン（PM2.5との相関

係数 r=0.77），ジクロロメタン（r=0.63）および 1,2-ジク

ロロエタン（r=0.73）の経年的な増減パターンが，PM2.5

のそれと類似していたことから，越境大気汚染による影

響が一因となっているものと考えられた． 

 

Ⅴ まとめ 

沖縄県南城市において 2004年度から 2016 年度まで 13

年間実施した有害大気汚染物質調査結果を基に，環境基

準，指針値および全国平均値との比較を行うとともに，

経年変動についてとりまとめた．その結果，環境基準ま

たは指針値が設定されている物質は全て，それぞれの環

境基準または指針値を達成していた．最も環境基準に近

い値を示したベンゼンであっても，環境基準の 1/3 未満

の濃度で推移しており，直ちに健康に影響を及ぼすよう

な濃度レベルではないことが確認された． 

経年変動としては，ベンゼンが 2004～2014 年度にかけ

て増加傾向，その後 2014～2016 年度にかけて減少傾向に

あった．同様の傾向が，ジクロロメタンおよび 1,2-ジク

ロロエタンでもみられた．PM2.5濃度でも同様の経年変動

を示しており，越境大気汚染の影響が一因であることが

示唆された．その他の物質については，全国平均に比較

して，同程度または低濃度で推移していた． 
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図 4. 2011 年度を基準とした PM2.5，ベンゼン，ジク

ロロメタンおよび 1,2-ジクロロエタンの濃度比

の経年変動 
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